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はじめに

本研究は,長崎 という ｢地域｣に視点をあてて,近現代の長崎における障害児教育問題

の顕在化 とその問題解決過程を,｢中央｣の政策 との関連性をふまえながらも,｢地域｣の

歴史 と文化を反映した個性的主体的な歴史 として把握しようとする一連の研究作業の一環

をなすものである｡さらに言えば,長崎 という ｢地域｣を分析して近現代日本の ｢特殊教

育｣政策 と地域障害者教育 との関係構造の歴史的変遷 とその特質を解明し,そのことによ

って近現代日本地域障害者教育史を通史的に把握 していく時期区分論 と研究方法論を発展

させることをめざすものである｡そのような課題意識をもって,この第ⅠⅤ報では,これま

での研究成果 (第 Ⅰ～ⅠⅠⅠ報)1)をふまえながら,第 Ⅰ報で提示した時期区分に基づいて,長

崎県障害児教育史 (戦前 ･盲聾教育編)の第 4期 (1929-1937)を長崎県立盲学校 ･同聾

唖学校 (以下,長崎盲 ･聾学校または長崎両校 と略記する場合がある)に限定して解明し

ようとするものである｡なおこの第 4期に県北の佐世保に開校し,これまでその存在が全
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く知られていなかった私立佐世保盲唖学校の成立 ･展開過程については,他日独自にまと

めて発表していきたい｡

第 4章 昭和戦前期 (1929- 1937)の長崎県における盲 ･聾教育の展開 と特質

第 1蔀 県立移管後における長崎県立盲学校 ･聾唖学校の拡充整備

社団法人長崎慈善会が経営する長崎盲学校 ･聾唖学校は, 5年間の県立代用校の指定を

経て,1929年 4月に県立に移管された｡県当局からみれば,1924年 7月における文部省へ

の県立代用校申請 (1924-27年度の4年間を代用期間とする申請)2)と1928年 2月の代用校

期間延期申請 (1928年度の 1年間の延期申請)3)により,1929年度の県営化実施は不可避の

状況にあったといえる｡その背後には前号 (第ⅠⅠⅠ報)で明らかにした長崎県通常県会 (1927

年12月)での山本明,倉成庄八郎議員らのきびしい追及が影響していたとみてよい｡かく

して実現した県立移管は,表 1 (次頁)が示すように財政基盤を安定化させたが,条件整

備抜きの公立化であったため,盲 ･聾の実質分離も校舎の老朽化 ･狭隆化の問題 も解決さ

れなかった｡上記した1924年 7月の代用校申請の際にも,｢代用期間満了後こ於ケル県ノ計

画｣として ｢適当ノ地ヲ占シテ移転シ県立ノ盲学校及聾唖学校ヲ設置セム トス｣と記され

ていた｡移管後の長崎両校は,学則の改正4)など様々な拡充整備に着手するが,充実した教

育保障のためにはまずもって新築移転が不可欠であり,その実現に向けて動き出した｡

まず表 1に見るように1933(昭和 8)年度予算で移転新築費が 8万円 (臨時費) 計上き

た｡1933年 9月には｢盲学校,聾唖学校位置変更ノ件認可申請｣(末尾の資料編Ⅴ一資料 6

参照)が文部省に提出され,同年11月の旧長崎市立商業学校跡への仮移転を経て,1935(昭

和10)年 7月に浦上天主堂にほど近い上野町に竣工した新校舎 (鉄筋コンクリー ト3階建)

に移転した｡旧校舎 (長崎市桜馬場町43番地)と新校舎の平面図は,それぞれ図 1と図 2

に示す通 りである｡ 敷地面積は,612坪から2003坪 と3倍余 りに拡大した｡ただし 浦上校

舎を両校が併用したため結局盲 ･聾分離は実現しなかった｡しかし教育条件は飛躍的に改

善されていった｡

新築移転による教育条件整備に伴い1936年 6月には,1929年 7月制定の学則 (1924年の

学則 とほぼ同じ)を改正し,①聾唖学校への予科 (-幼推部,修業年限 2年)の設置,②

聾唖学校初等部 5･6学年における ｢技芸こ関スル学科目｣の ｢兼修｣の明確な導入,③

聾唖学校中等部の修業年限を4年から5年への延長,④③ と連動して聾唖学校中等部に和

服裁縫科 ･洋服裁縫科 ･工芸科の設置 (従来の工芸科 ･裁縫科の 2科制 より3科制へ拡

充),(参盲学校中等部の音楽科の廃止 (従来の鍛接科 ･音楽科の 2科制より1科制への縮

小),⑥盲学校中等部 (第 3･4学年)と聾唖学校中等部 (第 4･5学年)の学科目におけ

る公民科の新設,⑦盲学校中等部鍛接科の学科目における ｢数学｣｢物理療法科｣の新設,

などの改正をおこなった5)｡第-条の目的は,前号 (36貢)にみるように1924年と1929年の

両学則を踏襲して変更はない｡全体 として聾唖学校の教育部門の拡充が特徴的である｡す

なわち,予科の設置により口話法に基づ く早期からの言語教育が開始され,初等部 5･6

学年での ｢兼修｣を前提 とした中等部 5年制 ･3科による職業教育が充実されたことであ

る｡この5年制実施は,公立私立盲学校及聾唖学校規程第一条の ｢聾唖学校ノ修業年限ハ

･-中等部五カ年ヲ常例 トス｣ という ｢常例｣を達成したことを意味し,同時に修業年限に

おいて一般中等学校 と同等水準に達したことも意味した.⑤の公民科は,1931年の中学校
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表 1 長崎県立盲学校 ･長崎県立聾唖学校財政状況一覧 (収入)
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年度 上下段段盲聾 御下賜金 基本財産ヨリ生ズル収入 授業料入学料 補 助 金 寄付金その他の収入 設立者負 担 合 計円.戟 経 費 合 計円.戟国 庫 長崎県 長崎市 その他 経常草 臨時費

1925 代用盲 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 6,575.0013,750.00 13,750.00
(大正14)代用聾 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 7,175.00

1926 代用盲400.00300.00 440.00 806.003,250.001,000.00 300.00 367.006,863.0013,293.00 900.0014,193.00

(大正15)代用聾500.00450.00 150.00 865.003,250.001,000.00 300.00 815.007,330.00

1927 代用盲400.00300.00 400.00 737.003,250.001,000.00 500.00 658.007,245.0014,330.00 900.0015,230.00
(昭和2)代用聾500.00450.00 100.00 817.003,250.001,000.00 500.00 1,368.007,985.00

1928 代用盲400.00300.00 350.00 682.003,250.001,000.00 350.00 838.007,170.0014,300.00 900.0015,200.00
(昭和3)代用聾500.00450.00 100.00 844.003,250.001,000.00 350.00 1,536.008,030.00

1929(昭和4)県立盲県立聾 1,815.00935.00 644.00765.00 5.005.006,371.004,976.008,835.006,681.0015,516.00 15,516.00

1930(昭和5)県立盲県立聾 1.001.009,618.007,010.009,619.007,0 11.0016,630.00 16,630.00

1931(昭和6)県立盲県立聾 1.001.009,497.006,813.009,498.006,814.0015,902.00 410.0016,312.00

1932(昭和7)県立盲県立聾 不明不明 不明不明 不明不明 不明 不明 不明

1933(昭和8)県立盲県立聾 1.001.0089,625.009,073.0089,626.009,074.0018,700.0080,000.0098,700.00

1934(昭和9)県立盲県立聾 1.001.009,615.009,761.009,616.009,762.0019,378.00 19,378.00

1935(昭和10)県立盲県立聾 1.001.009,972.009,716.009,973.009,717.0019,690.00 19,690.00

1936(昭和11)県立盲県立聾 1.001.0010,939.0010,201.0010,940.0010,202.00 20,972.00 170.0021,142.00

1937(昭和2)県立盲県立聾 ll,125.0010,202.00ll,125.0010,202.00 21,327.00 21,327.00

1938(昭和13)県立盲県立聾 ll,21 0 .0010,147.00ll,210.0010,147.0021,357.00 21,357.00

1939(昭和14)県立盲県立聾 1,000.001,500.00 10,959.008,993.00ll,959.0010,493.00 22,102.00 350.0022,452,00

1940(昭和15)県立盲県立聾 1,000.001,500.00 10,802.009,693.00ll,802.00ll,193.0023,865.00 150.0024,015.00

注)文部省普通学務局 『全国盲学校 (及)聾唖学校二関スル (請)調査』(大正十四年～昭和十五年)によ

り作成 (但し,昭和七年度については不明)｡表中の ｢設立者負担｣は,1925-1928年が社団法人長崎

慈善会,1929年の県営移管以後は長崎県である｡なお1940年度の合計には不一致がみられる｡
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図 1-① 移最前の桜鯛 町校舎の配置図
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図 1-(彰 桜馬場町校舎の平面図
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図 2-① 移転後の上野町校舎の配置図
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図 2-② 上野町校舎の平面図

干
tuO
6
.寸

-義
.乎
T∈06'寸-立

て

毒
.N
IL-･----⊥

本館平面図 ※無記入は教室

一 階
トー5.20m｣♯-4.α)Ⅰ11-*-5.20m-*-5.2伽n 米 10.40m 崇 5.20m-うトー.6.20lnJk4.∝Imj1

≧ ≡ ≒

E E j

廊 下

三 階
トト-5.20m1*-4.∝hl〉字 10AOm 岩く5.20m 吊〈 15.刷)Ill 宍

良 和裁教室 lll 講 堂 ｣ ≡廊 下

木工室平面図

E J 萱

35



36 長崎大学教育学部紀要-教育科学一 第58号

令施行規則の改正 と翌1932年の高等女学校令施行規則の改正により新設された ｢公民科｣

が,｢修身｣を補完する形で中等部の最終 2学年に導入されたものである0

第 2●節 長崎県における盲 ･聾児就学義務制要求運動の展開

盲学校及聾唖学校令施行 (1924.4)後の盲 ･聾唖教育界の最重要課題は,就学義務制

の実現であった｡とくに1924年 5月に開催された第 2回帝国盲教育総会 ･第 9回全国聾唖

教育大会において文部省の伊藤仁吉参事官より盲学校及聾唖学校令の制定 ･施行は ｢義務

教育ではない｣6)ことの説明を受けて,関係者は改めて就学義務制を実現していく課題を自

覚していった｡以下,中央の川本宇之介 (建議実行委員長)らの動き7)と連動しながら1920

年代後半から日中戦争が開始される1937年までの時期に展開された長崎 ･九州における就

学義務制要求運動を具体的をみていく｡

まず九州 ･長崎における組織的な動きは,1926年 7月開催の第一回九州盲唖教育研究会

(当番校･長崎校)において ｢盲唖教育ヲ義務教育 トナスコト｣が決議され,そのために①

｢建議実行委員長二督励的ノ依頼状ヲ発送スルコト｣,(参 ｢上京委貞若干名ヲ出シ徹底的二

運動ヲナスコト｣,③｢各地二盲唖教育普及講演会ヲ開キ盲唖教育モ亦義務教育 トセザルベ

カラザルコトヲ力説シ大イニ輿論ヲ喚起スルコト｣などが提案されたことに始まるといっ

てよい8)｡以後本研究会の開催毎に県立移管の促進をはじめとして盲･聾教育義務制実現を

めぐる諸問題は継続的に討議されていった｡しかし長崎県教育会総会において盲 ･聾教育

義務制問題が議題 として提案されたのは,それから6年後 (県営移管 2年後)の第45回総

会 (1931.5.23-24開催)においてであった9)｡就学率約20%という現実をふまえて県教

育会は ｢盲及聾唖児童就学義務制度を設定せられんことを其の筋に建議する件｣を総会の

議題 として提案し,高柳副会長が提案理由を次のように説明した｡

｢我が国の学齢児童中,育,聾唖児童数は九千二百人であり,その内就学者は一千六百

人,割合は一割七分,他の八割三分は日に一丁字 もなき人々である｡ 尚本県の状態を見

るに学齢児童中,育,聾唖者二百七十五名あり｡内就学児童数五十五名にして割合は約

二割である｡一面精神上,身体上甚だしき欠陥がある者を就学せしめないなら兎に角十

分就学の力ある者を斯 くすることは人道上又は教育の機会均等からも問題 と思ふ｡故に

之を救ふには義務教育制度を布 くより外に方法はないと思ふ｡(中略)この故に盲唖教育

界,父兄等より義務制度を請願することは時宜を得たことと思ふ｡(中略)どうか満場の

賛成を願ひたい｡｣

この高柳提案に続いて,梅野邦太郎盲 ･聾学校長が直ちに ｢私は本建議案に賛成するも

のであります｣として,次のように述べた｡

｢我が国の盲唖児童の就学状況は提案者より只今説明があった通 りであります｡盲唖児

童の八割は教育を受けない不就学児童なることを思ふと同情に堪えないものがあります｡

どうして我が国の盲唖児童のみが教育を受けられないのだろうか｡家庭の貧困なる為義

務制度でない為等種々原因はあることと思ふ｡盲唖であっても同じく我等の同胞であり

同じく陛下の赤子である｡現状は誠に気の毒に堪へないが国家 として貧困者を救済して

教育することは時宜を得たることと思ふ｡明治天皇 も邑二不学ノ戸ナク家二不学ノ人ナ

クと仰せられた｡之を義務教育制度にすることはこの御聖旨に副ひ奉ることにもなる｡

欧米の諸国は多 くは義務制度を布き学用品,寄宿舎の費用等は皆公費を以て支弁する｡
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我が国は一等国にして斯 くの如 くであることを思ふ と思半に過ぎるものがある｡ どうか

満堂の賛成を願いたい｡｣ と｡

この高柳提案は,若干の質疑を経て,異議なく可決された｡その質疑の中で注目される

のは,｢就学を義務制度とすると普通の小学校へ入れる考えなるや,又盲唖学校へ入れるこ

とになるや｡｣という質問があったことである｡高柳理事は,｢全国には盲唖生を普通の学

校に入れて特殊的な取扱をして教育をなし居る所あり｡(中略)何れにしても公費を以て保

護 しなければならないこととなる｡｣と答弁 して,公費による ｢普通の学校｣への就学はあ

りうるとして否定はしなかった｡

この第45回総会での義務制要求建議の決議 との関連は目下のところ不明であるが,同時

期に帝国議会へ80名の請願人の署名を以て｢盲及聾唖児義務教育請願趣意書｣(長崎県立盲

学校所蔵)が提出されている｡ それは,｢今ヤ農山漁村ハ疲弊ノ極二達シ農村救済ノ声ハ天

下ノ輿論タリ｣という1931年前後の時代に特徴的である農村の窮迫状況をふまえて,｢盲唖

学齢児童ノ就学義務制度ノ実施及就学奨励金ノ交付｣を要望するもので,その実現は ｢農

山漁村救済ノ一助｣であり ｢国本ヲ輩固ニスル｣ という地域 (長崎)に根ざした論拠をも

って立論されていた｡このような記述は,中央レベルで1933年 2月に貴族院 ･衆議院両議

長宛に提出された ｢盲及聾唖児義務教育請願趣意書｣(帝盲目聾建議実行委員長･川本宇之

介執筆)10)にはみられない地域的特徴である｡

続いて長崎県教育会第51回総会 (1937.5.15-16開催)において長崎両校の多比良義

雄校長 (他十名)が,緊急動議 として ｢盲聾唖教育ノ義務制ヲ直二実施セラレンコトヲ其

ノ筋こ建議スルノ件｣を提出し,次のような趣旨説明をおこなった11)0

｢盲聾唖教育が年 と共に面目を改めて居る事は,真に喜ぶべき事であります｡就学歩合

の如きも五十パーセントに達して居る現状であります｡しかし学校所在地以外の子供は

殆ど就学出来ない為,本県の如きは四十パ ーセントにも達して居 りません｡かかる大多

数の子供は,唯暗黒 と沈黙の中に生活して,最小限度の教育をも受けていない現状であ

ります｡欧米に於きましては早 くから義務制になって居 りますのに,我が国でまだ制定

されていないと云ふのは教育制度の一大欠陥であると言はなければなりません｡盲聾唖

の不具の人々も同じく陛下の赤子であります｡我々の同胞であります｡伸ばせば伸ぶの

に,唯生ける屍 として放任されているのは,真に気の毒であります｡教育の機会均等の

立場から見ても,人道上から考へても一日も放任すべからざる問題であります｡一日も

早 く義務制を確立 し等しく聖代の恩津に浴せしめなければならぬと考へます｡皆様の御

賛同を希望してやみません｡(拍手)｣

この説明に対し,議長は ｢異議なしと認めますから,建議する事に致します｡｣ と議事

をとりまとめ,1937(昭和12)年 7月10日に内閣総理大臣と大蔵大臣に対 して ｢盲聾唖の

義務制を速に実施せ られんことを望む件｣を建議した｡

これらの建議は,共通して ｢人道上｣と ｢教育機会の均等上｣という理念を基本に据え,

｢盲唖教育｣の ｢不備不振｣は,｢国家の品位 と文化の上に一大汚点を印するもの｣ と指摘

し,｢教育の免除制を廃し義務制度 とな｣すことを要求していた｡ここにはまだ大正デモク

ラシー期に特有の ｢デモクラシー｣と ｢文化主義｣の思想的影響をみることができる｡ そ

の意味で第 4期 (1929-1937年)は,大正デモクラシー期につながる側面を持ちつつ昭和

ファシズム期へ接続 ･移行していく過渡期 という性格を持っていたといえる｡日中戦争突
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入 (1937.7)が長崎県の盲 ･聾唖教育を一気に戦時体制下へ組み込む決定的な転換点に

なっていた｡その日中戦争開始以後の昭和戦中期～戦後初期の長崎県盲 ･聾唖教育 (-第

5期)については,紙幅の関係で次号で取 り扱 う｡

く注〉

1)これまでの成果には,通史編 として下記のex2)③,資料編として庄喧X亘×至)がある.

(∋平田勝政･菅達也 :長崎県障害児教育史研究 (第 Ⅰ報)-1898年設立の私立長崎盲唖院を中心に- ｢長

崎大学教育学部教育科学研究報告｣第55号,25-34貢,1998年 6月

②平田 :管 :長崎県障害児教育史研究 (第II報)一明治30-40年代の長崎県盲 ･聾教育を中心に- ｢長

崎大学教育学部紀要一教育科学-｣第56号,ll-21貢,1999年 3月

③平田 ･菅 :長崎県障害児教育史研究 (第ⅠⅠⅠ報)-大正期の長崎県盲 ･聾教育を中心に- ｢長崎大学教

育学部紀要一教育科学-｣第57号,33-45貫,1999年 6月

④同上 :長崎県障害児教育史資料 (Ⅰ)一戦前 ･盲聾教育編- ｢長崎大学教育学部教育科学研究報告｣

第54号, 1-17貢,1998年 3月

⑤同上 :長崎県障害児教育史資料 (ⅠⅠ)一戦前 ･盲聾教育編- ｢長崎大学教育学部教育科学研究報告｣

第55号, 1- 8貢,1998年 6月

⑥同上 :長崎県障害児教育史資料 (ⅠⅡ)一戦前 ･盲聾教育編- ｢長崎大学教育学部紀要一教育科学-｣
第56号,22-25貢,1999年 3月

(診同上 :長崎県障害児教育史資料 (rV)一戦前 ･盲聾教育編- ｢長崎大学教育学部紀要一教育科学-｣

第57号,46～48貢,1999年 6月

以下,本稿では,上記①を く第 Ⅰ報),②を 〈第ⅠⅠ報〉,(参を (第111報〉,④を (資料編 Ⅰ〉,⑤を 〈資

料編ⅠⅠ〉,⑥を く資料編III〉,(丑を く資料編Ⅳ〉という｡

2)本稿末尾の く資料編Ⅴ)の資料 2参照

3)本稿末尾の く資料編Ⅴ)の資料 3参照

4)県立移管に伴う1929年学則改正 と1930年における一部改正がある｡盲学校に関する学則の全文は,『長

崎県立盲学校100年のあゆみ』(長崎県立盲学校発行 1998年)の ｢第四部 資料編｣(217-225貢)に掲

載されている｡聾唖学校の学則改正の全文については,紙幅の関係で本稿の く資料編V〉にも収録でき

なかった｡他日を期したい｡

5)1936年の学則改正に関する資料は,紙幅の関係で次号の (資料編ⅤⅠ〉に収録する｡

6)帝国盲教育第二回総会報告 ｢帝国盲教育｣第 4巻第 1号,9-10貢,1924年 7月

7)平田 :盲･聾児就学義務制運動の展開と東京の盲･聾教育 (『東京都教育史 通史編三』所収,773-777

貢,1996年)参照｡

8)第一回九州盲唖教育研究会報告 ｢帝国盲教育｣第 6巻第 3号,70貢,1927年 1月

9)長崎県教育会第四十五回総会記事 ｢長崎教育｣第429号,21-23頁,1931年 6月 本文中の引用はすべ

て本総会記事による｡

10)川本宇之介 :盲及聾唖児義務教育制度請願運動報告 ｢聾唖教育｣第20号,85-88頁,1933年 3月

ll)長崎県教育会第五十一回総会 ｢長崎教育｣第489号,80-81頁,1937年 6月

(付記)本稿は,日本特殊教育学会第36回大会 (1998年 9月 於 ･文教大学)において発表した平田 ･

菅の共同研究 ｢長崎県障害児教育史研究 (第ⅠⅠⅠ報)一大正 ･昭和戦前期の盲聾教育を中心に-｣と日

本特殊教育学会第37回大会 (1999年 9月 於 ･北海道大学)において発表した平田 ･菅 ･早田の共同

研究 ｢長崎県障害児教育史研究 (第Ⅳ報)一戦時下 ･終戦直後の盲 ･聾教育を中心に-｣の両研究の

内,第 4期 (1929-1937)に関する平田 ･菅の共同研究の部分を大幅に修正加筆してまとめたもので

ある｡第 5期 (1938-1947)に関する平田 ･早田 ･菅の共同研究の部分は次号に掲載する予定である｡
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く何食 ･資料窮Ⅴ〉

長崎県障害児教育史資料 (Ⅴ)一戦前 ･盲聾教育編一

本誌第54号～第57号所収の 〈資料編 Ⅰ～ⅠⅤ)に続いて,本号では,(∋前号で収録できな

かった1924年施行の盲学校及聾唖学校令 (勅令第375号)･公立私立盲学校及聾唖学校規程

(文部省令第34号)に伴う長崎盲学校･聾唖学校の設置認可申請 と県立代用校化に関する資

料 (第III報の注20参照),(参本号が対象 とする1929-1937年の時期における重要資料,を収

録する｡なお原文はすべて縦書きである｡ 文中の*印を付した注記は筆者 (平田)による

ものである｡

く資料 1〉長崎盲学校 ･聾唖学校設置申請書 (1924年)

大正十三年五月廿九日

長崎県知事 堀内秀太郎

文部大臣 江 木 千 之 殿

盲学校及聾唖学校設置認可申請ノ件

社団法人長崎慈善会長ヨリ別紙ノ通 り盲学校設置及聾唖学校設置二関シ認可申請致来 り候

庭右ハ同会二於テ明治三十一年以来経営シ釆レル盲唖学校ヲ大正十二年勅令第三七五号及

文部省令第三十四号二準嫁シテ組織ヲ変更セム トスルモノニシテ適富ノモノト認メ且ツ基

礎警固ノモノニ有之候傑速カニ御認可相成候様致度又同時二申請致居候盲学校及聾唖学校

こ於テ徴収セム トスル授業料金額モ遠雷 卜相認メ候間併セテ御認可相成度此副申任候也

追テ本学校ハ設置御認可アリ次第本願代用学校 トシテ認可申請可致予定こ有之候間中添

候

盲学校設置申請

公立私立盲学校及聾唖学校規程第十八懐こ依 り別記要項こ基キ盲学校設置致候候盲学校令

及聾唖学校令第六懐こ依 り御認可相成度一件書類相添此段申請候也

猶別科 トシテ按摩科 (按摩ヲ教授ス)設置致候候併テ御認可相成度候

大正十三年三月三十一日

長崎盲学校設立者

社団法人長崎慈善会長 錦織 幹

文部大臣 江 木 千 之 殿

盲学校設置要項

一.名称 長崎盲学校

二.位置 長崎市桜馬場町四拾参番地 地質 粘質土 粘質壌土

町内ニハ長崎女子師範学校アリ近隣ハ民家

建物配置図面及飲用水ノ定性分析表ハ別二添付ス*別紙に盲学校平面図等あり｡

≡.学則 別冊ノ通 り *本誌第54号所収の1924年学則 (資料編 Ⅰ一資料 7)と同じ｡

四.各学部ノ生徒定員
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初等部 四十人

中等部 百人 内訳 鍛按科八十人 音楽科二十人廿

別 科 十人

計 百五十人

五.開校期日 大正十三年四月壱日

六.経費及維持ノ方法

(イ)経常曹 (大正十三年度予算)金六千五百七拾五囲

(ロ)維持方法

一.長崎県交附金 二.長崎市補助金 三.文部省補助金 四.長崎解社会事業協会配

給金 五.宮内省御下賜金 六.社団法人長崎慈善会会員会費 七.授業料 八.

臨時寄附金 (指定寄附金ヲ除ク)

備考 前項ノ各収入ヲ以テ不足ヲ足ズル金額ハ社団法人長崎慈善会員二於テ之ヲ負担ス

授業料徴収認可申請

長崎盲学校こ於テ左記ノ通 り授業料徴収致度候候御認可相成度此段申請候也

大正十三年三月三十一日

長崎盲学校設立者

社団法人長崎慈善会長 錦織 幹

文部大臣 江 木 千 之 殿

授業料額

中等部鍛接科 壱カ月 金重囲

同 音楽科 壱カ月 金重囲

別 科 壱カ月 金壱囲

聾唖学校設置申請

公立私立盲学校及聾唖学校規程第十八健二依 り別記要項二基キ盲学校設置致候候盲学校令

及聾唖学校令第六健二依 り御認可相成度一件書類相添此段申請候也

大正十三年三月三十一日

長崎盲学校設立者

社団法人長崎慈善会長 錦織 幹

文部大臣 江 木 千 之 殿

聾唖学校設置要項

-.名称 長崎聾唖学校

二.位置 *省略 (前記の盲学校設置要項 と同じ,別紙に聾唖学校平面図等あり)

≡.学則 別冊ノ通 り *本誌第54号所収の1924年学則 (資料編 Ⅰ一資料 8)と同じ｡

四.各学部ノ生徒定員

初等部 八十人
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中等部 八十人 内訳 工芸科四拾人 裁縫科四十人

選科生 十人

計 百七拾人

*以下省略 (｢五.開校期日｣｢六.経費及維持ノ方法｣｢備考｣は,盲学校設置要項 と同

じ)

選科生制度施設申請

今回新設ノ長崎聾唖学校二選科生制度ヲ施設致候傑御認可相成度此段申請候也

大正十三年三月三十一日

長崎盲学校設立者

社団法人長崎慈善会長 錦織 幹

文部大臣 江 木 千 之 殿

選科生制度施設要項

一 授業料 一カ月 金五拾銭

二 選科生制度ヲ施設スル学科

中等部工芸科

中等部裁縫科

三 修業年限 武力年以上

四 定員 各科共 十人

授業料徴収認可申請

長崎聾唖学校二於テ左記ノ通 り授業料徴収致度候候御認可相成度此段申請候也

大正十三年三月三十一日

長崎聾唖学校設立者

社団法人長崎慈善会長 錦織 幹

文部大臣 江 木 千 之 殿

授業料額

中等部工芸科 壱カ月 金重囲

中等部裁縫科 壱カ月 金萱囲

選 科 生 壱カ月 金五拾銭

(国立公文書館所蔵)
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く資料 2〉長崎盲学校 ･聾唖学校の県立代用校申諦雷 (1924年)

大正十三年七月十九日

長崎県知事 堀内秀太郎

文部大臣 岡 田 良 平 殿

盲学校及聾唖学校代用二関シ申請

盲学校及聾唖学校令附則第二項二依 り普分ノ間左記学校ヲ代用致度候間御認可相成度此

段申請仕候也

記

私 立 長 崎 盲 学校

私 立 長崎聾唖学校

盲学校及聾唖学校代用二関スル調書

一 代用ヲ必要 トスル理由

噺経済ノ都合二依 り本年度ヨリ盲学校及聾唖学校ヲ設置スル運二至ラサルニ依ル

二 代用ノ期間

大正十三年度ヨリ大正十六年度迄四力年間

但シ大正十六年度二至ラサルモ麻経済ノ都合二依 り願立学校ヲ設置スルコトアルへシ

三 代用セム トスル盲学校及聾唖学校ノ設立者名称,位置,学則

1 設立者 社団法人長崎慈善会

2 名 称 長崎盲学校

長崎聾唖学校

3 位 置 長崎解長崎市桜馬場町四十三番地 (両校共)

4 学 則 別紙ノ通 *本誌第54号所収の1924年学則(資料編 Ⅰ-資料 7･8)と同内容

四 同上学校ノ部科別,学年別現在生徒数及学級数

1盲学校

部 別 科 別 現 在 生 徒 数 苧級数
第 1学年 第 2学年 第 3学年 第 4学年 第 5学年 第 6学年 計

初等部 3 1 5 3 3 15 2

中等部 鍛接科 16 12 9 9 46 4音楽科 1 1 1 3 1

計 17 13 10 9 49 5

現在生徒数合計67人 学級数 8

2 聾唖学校

部 別 科 別 現 在 生 徒 数 苧級数
第 1学年 第 2学年 第 3学年 第 4学年 第 5学年 第 6学年 計

初等部 17 18 10 9 5 1 60 5

中等部 工芸科 3 3 3 1 10 1裁縫科 1 2 1 2 6 1

計 4 5 4 3 16 2

現在生徒数合計80人 学級数 7
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五 同上学校ノ現在教員ノ氏名,履歴,資格及担任ノ学科目

1 盲学校

43

担 任 学 科 目 資 格 備 考 氏 名

初等部全科,中等部ノ修身.国語 聾唖学校ヨリ兼務 中尾 栄

初等部全科,中等部ノ体操,別科ノ修身.国語 東京盲学校師範科普通科卒業 湯村伊佐エ門

初等部全科,中等部ノ体操,別科ノ算術 文部省令第三四号第十条第二項二号 小島 梅三

初等部ノ唱歌 聾転学校ヨT)兼務 小須賀ヒサ

初等部ノ全科 松尾 ティ

中等部ノ物理.解剖.生理.衛生.病理.経穴.重税旋 文部省令第三四号 橋本 瀧治
マッサージ灸,別科ノ解剖.生理.消毒法.按摩 第十条第-項三号

同 右 同 右 太田 律馬

同 右 同 右 白石 正

同 右 後藤 卓男

中等部ノ生理.衛生.病理.物理.化学 文部省令第三四号第十条第一項三号 梅末 芳太郎

2 聾唖学校

担 任 学 科 目 資 格 備 考 氏 名

初等部全科,中等部ノ修身.国語 文部省令第三四号第十一鮮 項三号 中尾 栄

初等部ノ体操 盲学校ヨリ兼務 湯村伊佐エ門

初等部ノ全科 文部省令第三四号第十一一条各二項二号 小須賀ヒサ

同 右 同令第十一条第二項二号 東 ムメ

初等部ノ裁縫,中等部ノ裁縫.手芸.家事.図画.算術 平瀬 シモ

初等部ノ裁縫.手工.図画.遊戯.国語.書方 大汐 ヒチ

初等部ノ全科 島田 ミキ

初等部ノ手工.図画,中等部ノ材料工具.実習 井上信太郎

履歴書ハ別二添付ス *中尾栄 ら全教員の詳細な履歴が記されているが省略｡

六 同上学校ノ敷地ノ面積及建物ノ配置

1 敷地ノ総坪数 六百十二坪 (両校同上地域内)

内運動場 三百九十六坪五合
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2 建物配置 別紙図面ノ通

七 同上学校ノ現在年度ノ歳入出予算

別紙ノ通

八 授業料入学料等ノ額

1 盲学校

初等部ハ授業料ヲ徴収セズ

中等部ハ各科共授業料一カ月金重囲

別科授業料一カ月金五拾銭

入学料ハ総テ徴収セズ

2 聾唖学校

初等部ハ授業料ヲ徴収セズ

中等部ハ各科共授業料一カ月金重囲

選科生ハ授業料一カ月金五拾銭

入学料ハ総テ徴収セズ

九 経費其ノ他こ関シ願 卜学校設立者 トノ取定条件

1 麻ハ盲学校及聾唖学校ノ経費二対シ各金参千武百五拾囲宛ヲ交付ス

2 予算ノ編製及学則ノ変更ハ願二合議スルコト

3教員ノ任免ハ予メ噺こ合議スルコト

4生徒ノ放校処分ハ予メ知事ノ承諾ヲ受クルコト

5生徒ノ入学退学卒業者及行賞其ノ他特二命ズル事項ヲ報告スルコト

6 学校ヲ廃止セム トスル トキハ六カ月前二麻こ内議スルコト

十 代用期間満了後こ於ケル麻ノ計画

現在ノ盲学校及聾唖学校ノ敷地建物校具一切ヲ麻二寄付セシヲ適嘗ノ地ヲ占シテ移転シ

解立ノ盲学校及聾唖学校ヲ設置セム トス (国立公文書館所蔵)

く資料 3〉長崎盲学校 ･聾唖学校の県立代用模糊開延期中講義 (1928年)

昭和三年二月十六日

長崎県知事 佐上 信一

文部大臣 水 野 錬太郎 殿

盲学梗及聾唖学校代用期間延期二関スル件中綿

左記盲学校及聾唖学校ヲ大正十三年度ヨリ昭和二年度迄四カ年間申請本願立代用 トスルノ

件大正十三年八月四日付ヲ以テ御認可相受候虞麻経済ノ事情こ依右期間内二解立学校こ移

管致シ難ク候傑願立代用期間ヲ昭和三年度迄一年間延期ノ件御認可相成度盲学校及聾唖学

校令附則第二項二依 り及申請候也

記

- 設立者 社団法人長崎慈善会

二 名 称 長崎盲学校 長崎聾唖学校 (国立公文書館所蔵)
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く資料 4〉盲学校設立者変更等認可申柵書 (1929年)

昭和四年一月二十二日

長崎県知事 伊東喜八郎

文部大臣 勝 田 主 計 殿

盲学校設立ノ件二付認可者変更並授*料徴収額

本願長崎市桜馬場町四拾参番地社団法人長崎慈善会ノ設立二係ル長崎盲学校ハ従来国庫補

助金牌市費補助金其他一般寄附金二依ルノ外専ラ設立者ノ負担ニヨリ経営維持ヲナシ大正

十三年ヨリ本願立代用 トシテ認可ヲ受ケ本年度即昭和三年度ヲ以テ右解立代用期間満了 卜

相成ルへキ次第二有之速カニ解立二移管シ之力内容設備ノ充実改善ヲ計ルヲ要スル様相成

候虞右設立者タル長崎慈善会二於テ其ノ決議二基キ校地校舎其他一切ノ設備 ヲ麻二寄附ス

ルノ申出有候こ付テハ同校 ヲ解常二移シ法令ノ趣旨二従フ様経費 ヲ計上シ以テ斯種教育ノ

振興 ヲ計 り度候候右設立者変更並授業料徴収額ノ件御認可相受度関係事項附記並添属書類

相添此段及申請候也

追而長崎慈善会ヨリ解二寄附スルノ条件-同会二於テ同校ノ設備ノ改善 ヲ麻ノ指示二従

ヒ之ヲナシ且ツ盲生ノ鍛接マッサージ等ノ実習ハ同会こ於テ其ノ費用ヲ相当負担スルノ外

附帯事項無之為右寄附属受入並同校経費支出二関シテハ本願解会ノ議決ヲ経タル次第こ有

之為念申添候

*以下,｢名称｣｢位置｣｢学則｣｢各学部ノ生徒定員｣｢開校年月｣｢経費及維持ノ方法｣が続 く

が,省略｡ (国立公文書館所蔵)

く資料 5〉聾唖学校設立者変更等認可申請書 (1929年)

昭和四年一月二十二日

長崎県知事 伊東喜八郎

文部大臣 勝 田 主 計 殿

聾唖学校設立者変更並授業料徴収額ノ件二付認可申請

本解長崎市桜馬場町四拾参番地社団法人長崎慈善会ノ設立二係ル長崎聾唖学校ハ従来国庫

補助金牌市補助金其他一般寄附金二依ルノ外専ラ設立者ノ負担ニヨリ経営維持サレツツア

リシ虞大正十三年ヨリ本願立代用 トシテ御認可ヲ受ケ本年度即昭和三年度ヲ以テ右解立代

用期間満了 卜相成ルへキ次第こ有之速カニ解立二移管シ之力内容設備ノ充実改善 ヲ計ルヲ

要スル様相成候虞右設立者タル長崎慈善会こ於テ其ノ決議二基キ校地校舎其他一切ノ設備

ヲ麻二寄附スルノ申出有候二付テハ同校 ヲ解営二移シ法令ノ趣旨こ従フ様経費ヲ計上シ以

テ斯種教育ノ振興 ヲ計 り度候候設立者変更並授業料徴収額ノ件御認可相受度関係事項附記

並添属書類相添此段及申請候也

追而別途長崎盲学校設立者変更二関スル申請書附記致候通長崎慈善会二於テハ解ノ指示

スル虞二従 ヒ同校設備ノ改善ヲナシ以テ解二設備一切ヲ麻二寄附シ尚麻営移管後モ聾唖生

木工実習こ関シテハ諸種ノ方面ヨリ之ヲ援助スル等ノ申出アリ本願こ於テハ既二同校設備

一切ノ寄附受入二関シテハ解会ノ議決ヲ経タル次第二有之候傑為念申添候

*以下,｢名称｣｢位置｣｢学則｣｢各学部ノ生徒定員｣｢開校年月｣｢経費及維持ノ方法｣が続 く

が,省略｡ (国立公文書館所蔵)
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く資料 6〉長崎県立盲学校 ･聾唖学校の移転艶可申雑書 (1933年)

昭和八年九月十三日

長崎県知事 鈴木信太郎

文部大臣 鳩 山 一 郎 殿

盲学校,聾唖学校位置変更ノ件認可申請

長崎麻立盲学校並二長崎願立聾唖学校ノ位置ヲ変更致度候傑御認可相成度様致度左記事項

ヲ具シ此段及申請候也

追而葵育敷地売却ノ都合有之こ付特二至急御認可相成度候

記

- 位置変更ノ事由

長崎麻立盲学校 卜長崎解立聾唖学校 トハ併設校ニシテ現敷地ハ六百徐坪二過キス校舎ハ

明治四十一年水産共進会場タリシ古建物ヲ之二充テタルモノニシテ腐朽甚タシク校地校

舎 トモ学校 トシテハ不適嘗ナルニ依 り左ノ通校地ヲ変更セントス

二 位置

現位置 長崎市桜馬場町四拾参番地

新位置 長崎市上野町式百参拾七番地

同 式百参拾八番地

同 式百参拾九番地

同 式百四拾番地

同 式百四拾萱番地

同 式百四拾式番地

同 武百四拾参番地ノ武

三 敷地ノ面積

現敷地 六百参拾坪八合式勺

新敷地 式千参坪- (土地台帳面積二依ル)

四 地質

北西ノ方ハ岩磐ニシテ其ノ他ハ赤粘土磐ナリ

五 附近ノ状況

別紙図面ノ通

六 建物ノ配置

別紙図面ノ通

七 飲料水ノ定性分析表

長崎市設上水道使用二付省略ス (国立公文書館所蔵)


